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自動車部品企業における知的財産人材育成の現況及び今後の育成方針の検討
































                                                  
1 (社)日本自動車部品工業会 知的財産権部会 部会長
㈱ジェイテクト 研究開発センター知的財産部 部長























                                                  
3日本知的財産協会 研修中期ビジョン 研修企画委員会 知財管理 VOL.56 No.9 2006
知的財産権の行使と求められる人材の育成について 竹田実 知財管理 VOL.57 No.4 2007
企業における人材育成 江崎研治 知財管理 VOL.57 No.4 2007
知的財産教育による人材育成と大学 外川英明 知財管理 VOL.57 No.4 2007







































                                                  
4日本知的財産協会 研修中期ビジョン 研修企画委員会 知財管理 VOL.56  No9 2006
5産業財産権の現状と課題 ～125周年を迎えた産業財産権制度～ 〈特許行政年次報告書2010年版〉










































































































































































































































































































































































































































                                                  
72010 年現在東京理科大学 金沢工業大学 国士舘大学 名古屋商科大学 大阪工業大学 吉備国際大学が専攻
学科を持っている。  






















































































































































































































                                                  
10 経済産業省産業政策局知的財産制作室編「知財人材スキル標準ガイドブック
































法律 １ １ ２ ２ ３
発明創出 １ １ ２ ２ ３
出願手続 １ １ ２ ２ ３
中間対応 １ １ ２ ２ ３
その他 １ ２ ２ ２
調査 ② 調査 １ １ ２ ２ ３
判定 ③ 判定 １ １ ２ ２
他社対応 ④




自社技術力把握 １ ２ ２ ３
他社権利対応 １ １ ２
技術契約 ⑤ 契約 １ ２ ２

















・課題設定能力 ・計画立案能力 ・実行能力    ・組織運営能力 ・説明責任能力



















































































































































































・特許調査      →特許調査の専門会社へ
・特許出願      →弁理士へ
・侵害案件訴訟・交渉 →弁理士・弁護士へ
・契約関係業務    →弁護士へ
このほか商標関係業務、著作権案件といった切り口もあるし、又国内案件、海外案件といった切り
口も考えられる。
ここで社内の人材育成とも関連し、どの業務を社外人材へ切り出すかの明確なポリシーを会社とし
て持つことが重要である。
多くの会社で特許出願は社外の弁理士に委任しているであろう。海外関係は代理権の関係もあり現
地の弁理士・弁護士に委任するケースが多であろう。
こうした中、切り出した業務については社内の人材の育成ができなくなると考えたほうが良いと思
われる。実際に大量出願するようになってからは特許出願は全て社外の弁理士に委任し、社内の能力
が空洞化してしまった例も聞く。一方で、特許明細書の質の担保の観点から社外人材には任せられな
いとの方針で全て社内で特許明細書を作成している企業の例も聞く。
どの部分を社外に委ねるかは各社がどの業務をコア業務として社内に残すかの判断と裏腹となる。
一般にはビジネス上の判断に直結する業務、例えば交渉業務、特許出願の補正等は社内事情に通じた
人材が行うべきと考えるが、これらの業務においても更に内外の分担を行うことも可能である。又、
社内の人材と社外の人材の質の差によっても判断は異なる場合がある。
各企業で人材採用、育成のあり方と併せて社外の人材の活用範囲を定めることが必要と考える。
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９．あとがき
知財人材育成は（社）日本自動車部品工業会においても今後の重要課題となっている。知財に関
する相談窓口の設置の検討も行われている。知的財産の分野は自動車部品業界にとって今後もますま
す重要になってくる。社内の人材育成に努めるととともに、外部の動きから常に目を離さず、社内外
の人材をうまく活用する方法を考えるべきである。
以上
